
基本目標 取組方針 指標 初期値 目標
令和６年度

（2024年度）
令和７年度

（2025年度）
令和８年度

（2026年度）
令和９年度

（2027年度）
令和10年度

（2028年度）

「市ＬＩＮＥ公式アカウント」の登録
者数

11,446人 （R10）22,000人 25,386人

出前講座開催数 105件 （R10）120件 150件

広聴の仕組みのあり方の検討 － （R6～）検討・実施 検討・実施

② 市民参加手続の認知度向上
市政への市民参加の機会が十分
にあると思う市民割合

77.7％ （R10）83.0％ 74.8％

③ 協働に対する意識の醸成
協働によるまちづくりが進んでいる
と思う市民割合

27.2％ （R10）35.0％ 34.0％

④ 職員提案の質の向上 採択された件数 9件 （R10）14件 13件

⑤
人材育成基本方針に基づく研修の
実施

効果的な研修の検討 － （R6～）検討・実施 検討・実施

⑥ 災害対応能力の向上 
職員の訓練参加率
（延べ参加者数/訓練対象職員数）

0％ （R10）100％ 18.0％

職員の仕事・子育て・女性活躍推
進に関する行動計画の見直し

－
（R6～）検討
（R8～）実施

検討

男性の育児休業取得率 52.8％ （初期値より）向上 69.4％

⑧ 時間外勤務の縮減
職員 1 人当たりの年間時間外勤
務時間数

157.1ｈ （初期値より）縮減 149.8ｈ

⑨ 多様な働き方の推進 時差出勤等の検討 － （R6～）検討・実施 検討・実施

⑩
定員管理方針に基づいた実稼働
職員の確保

実稼働職員数 791人 （R10）806人 794人

⑪
課題に対応しやすい柔軟な協力体
制の推進

組織横断的な協力体制の構築 － （R6～）検討・実施 検討・実施

⑫ 申請等手続のオンライン化推進 申請等手続のオンライン化 －
（R6～）検討
（R8～）実施

検討・実施

⑬
庁舎建て替えに伴う窓口サービス
の検討

庁舎建て替えに伴う窓口サービス
のあり方の検討

－ （R6～）検討 検討

⑭
公金収納における電子決済の導
入

電子決済の導入 － （R6～）検討・実施 検討・実施

⑮
作業工程の見直しによる業務の効
率化

作業工程の見直しによる業務の効
率化

－ （R6～）検討・実施 検討・実施

⑯
庁舎建て替えに伴う保存文書の取
扱いの検討

庁舎建て替えに伴う保存文書の取
扱いの検討

－ （R6～）検討・実施 検討・実施

市税の収納率 98.3％ （初期値より）向上 98.4％

ふるさと納税の件数 28,100件 （初期値より）増加 17,316件

⑱
庁舎建て替えに伴う省エネルギー
化の検討

庁舎建て替えに伴う省エネルギー
化の検討

－ （R6～）検討 検討

⑲
公共施設等総合管理計画に基づく
施設計画の策定

施設計画を策定した件数 14件 （R10）20件 14件

まちづくり政策に係る成果指標の
目標達成割合

71.2％ （初期値より）向上 70.5％

計画的に成果が上がっている事務
事業の割合

83.2％ （初期値より）向上 86.8％

㉑ 事業の統廃合等の検討 事業の統合・縮小・廃止 － （R6～）検討・実施 検討・実施

11　公民連携手法の検討 ㉒ 公民連携手法の検討 公民連携手法の検討 － （R6～）検討・実施 検討

12　広域連携の推進 ㉓ 他自治体との連携 他自治体との連携 － （R6～）検討・実施 検討・実施

取組項目

江別市行政改革推進計画の取組状況一覧（令和６年度）

１　情報共有の推進 ①
誰一人取り残さない情報共有の推
進

２　市民参加機会の充実と協働
の推進

３　人材育成の充実

４　働きやすい環境づくり

⑦
職員の仕事・子育て・女性活躍推
進に関する行動計画の見直しと推
進

５　効率的な組織体制

６　窓口サービスの向上

７　業務効率化の推進

８　財源の確保 ⑰
市税やふるさと納税など財源の確
保

９　公共施設のあり方の検討

10　事務事業の見直し

⑳ 事務事業評価による事務改善
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